
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２３９０３

基盤研究(C)（一般）

2016～2014

ベーシック・インカムとＥＳＤとの哲学的連関についての日独共同研究

Japan and Germany collaborative investigation about the philosophical 
significance of the basic income and ESD

１０２１９１４９研究者番号：

別所　良美（Bessho, Yoshimi）

名古屋市立大学・大学院人間文化研究科・教授

研究期間：

２６３７００２５

平成 年 月 日現在２９   ６   ８

円     3,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、BI（ベーシック・インカム）導入によって民主主義が活性化し、それが持
続可能な未来を実現する人材を育成(ESD)するという洞察から出発し、そして日独の関連研究者の共同研究を通
して〈民主主義、BI、ESD〉という３要素の相互連関を哲学に解明することであった。研究の成果として明らか
になった点は、いずれかの１要素を具体的制度として導入することが重要ではなく、むしろ相互に基礎づけ合う
理念としての〈民主主義、BI、ESD〉、つまりこの理念複合体が、地球環境問題と少子高齢化に直面する日本社
会の具体的問題解決に改革方向を示唆しうるということであった。

研究成果の概要（英文）：This research had started from the insight that the introduction of BI 
(basic income) can activate the democray and foster the human resources inevitable for a sustainable
 future(ESD). Through the collaborative researches in Japan and Germany the following was clarified.
 The <democracy, BI, ESD>, these three elements cannot be understood respectivelly as one 
independent social system or institution. These elements are, as “IDEAs”, interrelated and 
justified eachother and constitute one ideal complex. Only the ideal complex <democracy, BI, ESD> 
could show a reform direction, which is indispensable for the Japanese society facing global 
environmental problems and declining birthrate and aging population.

研究分野：社会哲学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、平成 23年度から平成 25年度の

学術研究助成基金助成金（基盤研究（Ｃ））

による研究「ベーシック・インカムの哲学的

意義についての日独共同研究」（課題番号

23520028）（以下「平成 23年度採択研究」

という）の成果を継承・発展させる研究であ

る。 

 1990年代以降の日本を始め先進諸国では、

経済の停滞と失業率の増大、少子高齢化によ

る労働人口構成の変化によって戦後福祉国

家体制の基礎が危うくなっている。この状況

への対応策として採られてきたのは、経済の

グローバルに適応するために金融、貿易、労

働市場を自由化し、競争力を高めて、再び経

済成長による完全雇用を実現し、社会的安定

性を獲得しようというものであった。しかし

〈経済成長による完全雇用〉という古い思考

枠組みは、常により高い労働生産性を求めら

れるグローバル化社会では有効ではない。労

働生産性＝競争力の高度化は労働市場での

労働力需要を低減させるからである。これが

新しい思考枠組みとしてのベーシック・イン

カム（以下、ＢＩと略記）が必要とされる理

由である。 

 ＢＩは、すべての市民に無条件の基本所得

を給付することによって、労働市場の外部に

所得分配システムを確立し、それによって基

礎的購買力を維持するだけでなく、人々の社

会的連帯と社会の安定性を維持するもので

ある。 

 この基本洞察に基づき「平成 23 年度採択

研究」では、近年ＢＩ議論が盛んになり、Ｂ

Ｉを要求する市民運動が活発化しているド

イツの状況を研究した。ドイツでＢＩ議論が

盛んになった社会的背景は、2002 年に設立

されたハルツ委員会による新自由主義的な

社会福祉制度改革への反発であった（これに

関しては、別所 2012「ドイツにおけるベー

シック・インカム」で詳述した）。研究の中

で特に深く交流を深めたのが、市民団体「未

来への企て」の中心人物ゲッツ・ヴェルナー

元教授と市民団体「完全雇用ではなく自由

を」の中心人物でもあるザッシャ・リーバー

マン教授であった。注目すべきなのは、彼ら

のＢＩ論が、一つの新しい福祉制度論として

だけではなく、人間の創造性・自発性を解放

するための人間論として、さらに人々の市民

的〔政治的〕活動を高める民主主義論として

展開されていることであった。哲学的なＢＩ

論としては既にヴァン・Ｐ・パリース

(1999=2005)の『ベーシック・インカムの哲

学』があるが、その議論の中心は、社会的財

の一部をＢＩとして分配するための正当化

に向けられていた。本研究代表者はむしろＢ

Ｉ論に潜在する人間的活動の新たな方向性、

および市民運動や民主主義を活性化させる

ポテンシャルを哲学的に解明することであ

る。 

それゆえ「平成 23 年度採択研究」の締めく

くりの活動として、「ベーシック・インカム

と民主主義」というテーマで 2014年 1月に

ドイツおよびスイスにおいて公開シンポジ

ウムを行った。この研究会・シンポジウムに

は日本からは、研究代表者の他、山森亮、村

上慎司、岩佐宣明なども参加した。特にスイ

スでも開催する意義があるのは、憲法にＢＩ

受給権を銘記するための国民投票に関する

市民発議の要件である 10 万人以上の署名

（12万 6千人の署名）が 2013年 10月 4日

にスイス国会に提出され、今後スイスにおい

てＢＩに関する議論がさらに高まると予想

されたからである。我々が参加したスイス・

バーゼルでの公開シンポジウムを企画して

いるエノ・シュミット氏はこのＢＩ憲法改正

国民投票要求運動を進める市民団体の中心

人物でもある。 

 上記のように、「平成 23 年度採択研究」

の成果は、日本とドイツ（そしてスイス）と

のＢＩ研究者および推進者との交流のなか



で、ＢＩに関する議論を民主主義の活性化に

関する議論と関連付け、その哲学的意義を考

察する端緒を築いたことであった。そして平

成 26 年度からの本研究は、日本とドイツと

スイスのＢＩ関係者の交流を更に深めるこ

とであり、ＢＩという制度および考えが民主

主義の内実をどれだけ発展させるかを哲学

的に考察することである。 

ＢＩとＥＳＤ 

 本研究はさらに、ＢＩ議論にＥＳＤ

（Education for Sustainable Development: 

持続可能な開発・発展のための教育）を関連

付けようとするものである。本研究代表者は

平成 24年度より 25年度まで名古屋市立大学

人文社会学部の学部長の任にあり、平成 25

年から学部カリキュラムをＥＳＤ理念に基

づいて改革することに深くかかわってきた。

研究代表者は、持続可能な社会の実現のため

に人文社会系の学部教育がどうあるべきか

についての考察を公表している（参照、別所

(2013) 「大学にとってのＥＳＤ」)。ＥＳＤ

とは、持続可能な未来社会を築く市民参加的

主体性をもった若者の育成をめざすもので

あり、ＢＩを市民運動や民主主義の活性化と

して捉える本研究と深く関わり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＩと環境運動との関連は、既にＴ．フィ

ッツパトリック(1999=2005)『自由と保障』

の中でも先行諸議論が整理されており、重要

な論点として認知されている。とりわけ 2011

年の東日本大震災と福島原発事故を経験し

た日本人にとって、地震対策や原発政策をめ

ぐる環境問題意識の高まりが期待される中、

環境問題意識の高まりが市民運動を活性化

し、それがさらに日本のＢＩ議論を誘発する

のではないかと予測される。この予測の下に、

本研究では、内外さまざまな市民運動の事例

を調査したいと考えている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、ＢＩ論の核心が収入と労働との

分離要求にあり、収入を得るための稼得労働

から解放された人間活動部分が、市民活動や

民主主義運動として結実するという人間活

動の哲学的洞察を基礎としている。 

 本研究の具体的な目的の第一は、ＢＩと民

主主義とＥＳＤという三つの契機の相互連

関性を哲学的に究明し、さらにこの相互連関

性の諸局面の社会的実例を経済学的および

社会学的に分析する理論的研究を行う。 

 本研究の第二の目的は、これまで構築して

きたドイツのＢＩ研究者・推進者との連携を

深化・拡大し、ＢＩとＥＳＤに関する具体的

事例に意見交換することである。特に、ＢＩ

導入をめぐるスイスの国民投票の動向をめ

ぐっては、ドイツおよびスイスの関係者との

更なる連携強化を図り、両国のＢＩ運動を日

本に紹介する活動を行う。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、ベーシック・インカムとＥＳＤ

（持続可能な開発のための教育）との関係を

民主主義や市民運動の活性化の観点から哲

学的に解明することである。そのめに、ＢＩ

およびＥＳＤに関する国内およびドイツの

研究会に参加し、研究者と意見交流し、また

活動事例について調査を行う。 
 
４．研究成果 
(1)平成 26 年度 

 平成 26 年度には、主に新たな領域である

ＥＳＤについての研究を行なった。ＥＳＤに

関する理論的研究を行なうことに加え、平成

26年 8月 25～27日には、持続可能な地域社

会の形成に貢献する人材育成をめざす北九



州市立大学の地域創生学群を訪れ、真鍋和博

教授（学群長）らから「北九州まなびと ESD

ステーション」にける大学と北九州 ESD 協

議会その他のＮＰＯとの連携について教示

を受けた。その後、研究代表者は 11月 10～

12 日に愛知県名古屋市で開催されたユネス

コＥＳＤ世界会議の機運醸成のためにさま

ざまな活動を行った。また、名古屋市立大学

で 11 月 8 日に開催したＥＳＤシンポジウム

「中部の里山資本主義」の企画運営を中心と

なって行った。中部ＥＳＤ拠点の運営委員と

して当該国際会議のワークショップで報告

された「ＥＳＤ流域圏モデル」の作成にも関

与した。また平成 27年 1月 23日に福島大学

の荒木田岳・准教授を招き、福島第一原発事

故後の環境汚染問題に起因する住民の苦境

の現状と、そこから現行制度を改善しようと

する民主的な市民運動の可能性について報

告してもらう講演会も主催した。 

 ＥＳＤに関しては、理論的研究のみならず、

ＥＳＤ世界会議開催を機に、実践的な面から

も持続可能な社会をつくるという理念が市

民を民主的な行動へ促すことの可能性につ

いて多くの知見を得た。 
 
(2)平成 27 年度 

平成 27年度には、ESDに関するドイツの

動向調査および BI に関するドイツ研究者と

の研究交流を行った。2015 年夏(8/30-9/17)

のドイツ出張において、ブッパータール研究

所、サスティナブル・サマースクール、フォ

ルクスワーゲン社を調査訪問し、リューネブ

ルク市のロイファナ大学ではクレメンス・マ

ーダー教授から同大学での ESD 実践につい

て説明を受け、ハンブルグ市においては同市

環境エネルギー局と市民団体が主催する

ESDに関するGAP(Global Action Program)

会議に参加し、ハンブルグ市民の持続可能性

への取組活動を調査した。また BI に関して

はデュッセルドルフ大学の島田信吾教授と

高齢化社会における BI の意義について説明

を受け、アラナス大学のリーバーマン教授の

BI シンポジウムに参加し、BI と環境問題と

民主主義について議論した。また 2015年 10

月 31 日には中国から二人の日本思想史研究

者を招き、持続可能な社会を実現するための

思想史的可能性を探るため名古屋市立大学

においてシンポジウムを行った。2015 年 12

月 2日には、マーダー教授（ロイファナ大学）

にユネスコのグローバル・アクション・プラ

グラム GAP(2015-2019)の進展状況について

の講演を名古屋市立大学において行ってい

ただいた。さらに 2016年 3月 26-27日には

水俣市を訪れ、同市がその負の遺産に向き合

うことによって｢環境モデル都市宣言｣(1992

年)以来さまざまな環境への取り組みと地域

再生・活性化の取り組みを行ってきた経緯に

ついて調査した。 

ドイツにおけるＢＩとＥＳＤの運動が具

体的には民主主義の活性化として進展して

いる状況が明らかになった。日本においても

ＢＩとＥＳＤとを、理論面でも実践面でも、

内的に結び付けることが今後の研究方向と

して明らかになった。 
 
(3)平成 28 年度 

平成 28 年度は、民主主義と BI(ベーシッ

ク・インカム)と ESD(持続可能な開発のため

の教育)との内的連関を解明するこれまでの

研究を踏まえ、この連関を具体的な現代的問

題について考察した。4 月には名古屋哲学研

究会のシンポジウム(2016/4/24)に神田浩史

氏を招き、TPPと環境問題について報告いた

だいた。2016年 6月 28日から 7月 5日まで

ドイツ・アラナス大学のリーバーマン教授を

招聘し、法政大学(6/28)、立命館大学(6/30)、

名古屋市立大学（7/2）と東京、京都、名古屋

において研究者を中心にしたシンポジウム

を開催した。BI がドイツ社会における労働

（雇用・賃金）、福祉、家庭、教育、そして

民主的政治共同体に関する新たな原理を提

示していることが紹介され、日本の状況も含



めて活発な議論が交わされた。これらを踏ま

え、研究代表者は、〈民主主義、BI、ESD〉

という理念複合体が現代日本が直面する諸

問題を解決するための抜本的な方向性を打

ち出しうるとの考えに至った。そこで、具体

例に即した試論を執筆した。すなわち、日本

農業の持続可能性、持続可能な地域開発、少

子高齢化における男女共同参画という問題

について、〈民主主義、BI、ESD〉という理

念複合体を導きの糸として分析を行った諸

論文を公表した。転換期にある日本社会にと

って BI の導入によって民主主義を活性化さ

せ持続可能な社会を作り上げるべきだとい

う論点を各テーマについて展開した。さらに

2017年 3月 25日から 31日にはドイツ・デ

ュッセルドルフ大学の島田信吾教授を訪れ、

ドイツの老人福祉施設も訪問して、市民的中

間団体が支えるドイツの老人福祉制度を実

地調査した。その結果、持続可能な少子高齢

化社会という問題に関しても〈民主主義、BI、

ESD〉という分析視座の重要性について再確

認でき、今後の研究発展の方向性を得ること

ができた。 
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